（様式第１号）
令和　年　月　日
茨城県知事　殿
（総務部行政経営課扱い）
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	



企画提案参加申込書兼申告書

令和７年度庁内定型業務の効率化・省力化に向けたRPA導入業務委託に係る公募型プロポーザルへの参加を申し込みます。なお、下記に相違ないことを申告します。

記

　以下資格要件を全て満たすこと。
１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。
２　政令第167条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること。
３　茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項（平成８年茨城県告示第254号）に基づく競争入札参加資格がある者であること。ただし、本募集の開始から企画提案書等提出期限日までに茨城県物品調達等登録業者指名停止基準に基づく、指名停止の措置を受けている者でないこと。
４　破産法（平成16年法律第75号）の規定に基づき破産手続開始の申立てをし、又は申立てがなされている者でないこと。
５　会社更生法（平成14年法律第225号）の規定による再生手続き開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立てがなされていない者（申立てがなされている者であっても、再生計画の認可が決定された者又は再生計画の認可の決定が確定された者を除く。）であること。
６　茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第１号から同条第３号に規定する者でないこと。

	担当者所属・職・氏名
	

	連絡先
	電話
	

	
	E-Mail
	





（様式第２号）
令和　年　月　日
茨城県知事　殿
（総務部行政経営課扱い）
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	



辞退届

令和７年度庁内定型業務の効率化・省力化に向けたRPA導入業務委託に係る公募型プロポーザルへの参加を辞退します。


（理由等）



（様式第３号）
令和　年　月　日
茨城県知事　殿
（総務部行政経営課扱い）
	商号又は名称
	

	担当者所属・職・氏名
	

	電話番号
	

	E-Mailアドレス
	



質問書

　令和７年度庁内定型業務の効率化・省力化に向けたRPA導入業務委託に係る公募型プロポーザルについて、次のとおり質問します。
	整理番号
	
	資料の種類・ページ
	

	質問内容

	


※１　質問は１枚１問とする。
※２　整理番号は提案者単位で通し番号とすること。


（様式第４号）
過去５年間の同種又は類似業務の実績

	業務の概要
	契約期間

	【記載例】
〇〇市役所〇〇部〇〇課　RPA導入プロジェクト受託
財務会計、人事給与など〇業務を開発

地元銀行様　RPA運用・保守業務（電算センター常駐）
	【記載例】
令和〇年〇月～令和〇年〇月

令和〇年〇月～

	
	

	
	

	
	

	
	


※最大５件まで記載すること。


（様式第５号）
企画提案概要

	ア：基本方針
【企画提案書　　ページ　～　ページ】

	

	イ：導入対象業務分析方法
【企画提案書　　ページ　～　ページ】

	①ヒアリング方法
【企画提案書　　ページ　～　ページ】

	

	②その他
【企画提案書　　ページ　～　ページ】

	

	ウ：ロボット開発（導入するRPAソフトウェア）
【企画提案書　　ページ　～　ページ】

	

	エ：内製化支援（導入するRPAソフトウェア）
【企画提案書　　ページ　～　ページ】

	

	オ：運用ガバナンス・プロジェクト支援
【企画提案書　　ページ　～　ページ】

	

	カ：保守対応
【企画提案書　　ページ　～　ページ】

	

	キ：工程
【企画提案書　　ページ　～　ページ】

	

	ク：業務の実施体制（人員配置、配置予定者の専門性・実績）

	①　人員配置
【企画提案書　　ページ　～　ページ】

	

	②　配置予定者（業務経験・手持ち業務の状況を説明すること）
【企画提案書　　ページ　～　ページ】

	

	ケ：再委託の有無及び予定
【企画提案書　　ページ　～　ページ】

	　有　　・　　無
（有の場合）（※複数案記載可）
○業務内容：
○相手先：


※枠の大きさは自由に変更してください。


（様式第６号）
令和　年　月　日
茨城県知事　殿
[bookmark: _GoBack]（総務部行政経営課扱い）
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	



見積書

令和７年度庁内定型業務の効率化・省力化に向けたRPA導入業務委託に係る公募型プロポーザルに係る見積額は、次のとおりです。


	見積額
	　　　　　　　　　円（税込）




